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別紙

沖縄県における駐留軍用地等の位置境界明確化措置実施細則

第１ 総則

１ 通則

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界

の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号。以下「法」

という。）第５条から第１８条までの規定による駐留軍用地等に係る位

置境界不明地域（以下「位置境界不明地域」という。）内の各筆の土地

の位置境界の明確化に関する措置（以下「位置境界明確化措置」とい

う。）については、法、沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の

各筆の土地の位置境界の明確化等に関する特別措置法施行令（昭和５２

年政令第２６０号。以下「令」という。）及び沖縄県の区域内における

位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化等に関する特別措

置法施行規則（昭和５２年総理府令第３９号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この細則に定めるところによる。

２ 定義

この細則において用いる次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に掲げるとおりとする。

（１） 「図根測量」とは、地籍調査作業規程準則（昭和３２年総理府令

第７１号。以下「準則」という。）第４章第２節第１款から第３款

までの規定を準用して、位置境界不明地域に係る地籍図根測量を実

施し、その測量の結果を示す図面（以下「図根点網図」という。）

及び簿冊（以下「図根点成果簿」という。）を作成することをいう。

（２） 「地図編さん基礎作業」とは、準則第１６条から第１８条までに

規定する調査図素図、調査一覧図及び地籍調査票を作成し、これに

基づいて、現地調査及び測量を行い、その結果を地図に作成すると

ともに、法第５条から第９条までの規定に基づき実施する措置をい

う。

（３） 「地図編さん作業」とは、法第１０条の規定に基づき実施する措

置をいう。

（４） 「復元測量」とは、法第１２条第２項から第４項までの規定に基

づき実施する措置をいう。

（５） 「地籍調査に準ずる調査」とは、法第１４条の規定に基づき、調

査及び測量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成することをいう。



３ 関係所有者等への説明

沖縄防衛局長は、位置境界明確化措置が円滑に実施できるよう位置境

界不明地域内の各筆の土地所有者及び関係市町村長に対し、位置境界明

確化措置の意義及び内容を説明し、その協力を得るものとする。

４ 測量の方式等

位置境界明確化措置における測量の方式、測量の順序、測量の基礎と

する点、位置及び方向角の表示の方法並びに地籍図の図郭については、

準則第３７条から第４０条まで、及び第４２条の規定を準用する。

５ 計量単位

位置境界明確化措置における測量及び測定に係る計量単位については、

計量法（平成４年法律第５１号）第８条第１項に規定する法定計量単位

（同法附則第３条及び第４条の規定により法定計量単位とみなされる計

量単位を含む。）によるものとする。

６ 誤差の限度

位置境界明確化措置における測量及び測定の誤差の限度については、

国土調査法施行令（昭和２７年政令第５９号）第１５条の規定を準用す

る。

７ 記録等の保管

沖縄防衛局長は、位置境界明確化措置において作成した測量記録その

他位置境界明確化措置に係る記録を整理し、保管しなければならない。

８ 管理及び検査

位置境界明確化措置における管理及び検査については、地籍調査事業

工程管理及び検査規程（平成１４年国土国第５９１号。国土交通省土地

・水資源局長通知）を準用する。

第２ 代表者及び協力委員の届出

１ 代表者の届出書の様式

規則第３条の届出書の様式は、付紙様式第１とする。

２ 協力委員の届出書の様式

規則第１条の届出書の様式は、付紙様式第２とする。

第３ 図根測量

１ 図根測量

図根測量については、準則第４章第２節第１款から第３款までの規定

を準用するほか、第２項から第４項までに規定するところによる。

２ 標石又は標識の設置

（１） 図根三角点及び図根多角点の標石又はこれに代る標識（以下「標



石等」という。）は、それぞれ所定の規格のものを使用し、観測前

に設置するものとする。

（２） 標石等は、測量を行うのに便利であり、保存が確実であり、かつ、

将来の利用効率の高い位置に設置するものとする。

３ 図根測量に用いる用紙

図根測量に用いる手簿、記簿、計算簿及び成果簿の用紙は、国土調査

法（昭和２６年法律第１８０号）に基づく地籍調査において通常用いる

用紙を使用するものとする。ただし、電子計算機により計算するときに

用いる計算簿は、この限りではない。

４ 数値等の記載、訂正

手簿、記簿、計算簿及び成果簿の数値等は、黒色又は青色のインキを

用いて記載し、数値等を訂正する場合は、訂正前の数値等が判読できる

よう抹消し、正しい数値等を記載しなければならない。

第４ 地図編さん基礎作業

１ 基礎調査

調査図素図、調査図一覧図及び地籍調査票の作成については、準則第

１６条から第１８条までの規定を準用する。

２ 調査図素図の表示等

（１） 調査図素図に表示する土地の所有者の氏名又は名称、地番及び地

目は、一筆地の図形のおおむね中央に横書きで鮮明に表示するもの

とする。ただし、図形が小さく表示が困難なときは、ア、イ、ウ等

の記号を付し、余白に表示するものとする。

（２） 調査図素図を作成したときは、地籍調査票と照合するものとする。

３ 現地調査

（１） 調査図素図、調査図一覧図及び地籍調査票を作成したときは、準

則第２３条第１項及び第２項の規定を準用して現地調査を実施する

ほか、関係権利者（所有権以外の権利を有する者をいう。以下同

じ。）に関する調査、道路、河川その他土地の位置境界を明らかに

するため参考となる物（以下「物証」という。）の調査並びに市町

村の境界及び市町村の区域内の町又は字の区域（以下「字等の区

域」という。）の調査を行うものとする。

（２） 前号の調査に当たっては、位置境界不明地域の範囲及び位置境界

が確認される土地の確認に努めなければならない。

（３） 前号の調査の結果、位置境界が確認された土地があるときは、必

要な位置に、境界杭を設置し、調査図素図にその位置を表示するも



のとする。

（４） 登記されている土地で、地番が明らかでないもの又は地番に誤り

があるものを発見した場合の処理については、準則第３１条の規定

を、新たに土地の表題の登記をすべき土地を発見した場合の処理に

ついては、準則第３４条の規定を、地番の変更を必要とし又は適当

とする土地を発見した場合の処理については、準則第３６条の規定

をそれぞれ準用する。

４ 物証の調査

（１） 物証の調査は、現地踏査により、見落しがないよう行わなければ

ならない。

（２） 物証が発見されたときは、関係人から事情を聴取するとともにそ

の物の所有者を確認するものとする。

（３） 所有者が確認された物証については、その位置、形上及び種別を

調査図素図に表示するとともに、物証調査簿（付紙様式第３）を作

成するものとする。

５ 調査図の作成

（１） 第３項及び第４項の調査を行ったときは、準則第２３条第３項の

規定を準用して、調査図素図に必要な記録をして、調査図を作成す

るものとする。

（２） 調査図を作成したときは、これを陽画焼付し、第３項第２号の規

定により確認された位置境界不明地域と位置境界が確認された土地

を色分けし表示するものとする。この場合、調査区域に接し、沖縄

県又は市町村等による国土調査法第２条第１項第３号の地籍調査又

はこれに準ずる調査に係る地域（以下「他機関等実施地域」とい

う。）がある場合は、その地域も色分けし表示するものとする。

（３） 前号の色分けは、位置境界不明地域については黄色、位置境界が

確認された土地については緑色及び他機関等実施地域については橙

色とする。

６ 地籍調査票の整理

（１） 前項の調査図を作成したときは、地籍調査票と照合し、地籍調査

票の表示が調査図の表示と相違しているときは、地籍調査票の表示

事項を訂正し又は修正の上整理するものとする。

（２） 地籍調査票の備考欄には、位置境界が確認された土地については

「実測」と記載するものとする。

７ 筆界点、物証及び調査区域界の測量



（１） 第３項の規定により確認された位置境界不明地域及び位置境界が

確認された土地並びに第４項の規定により確認された物証について

は、図根点を基礎に第１第４項により準用する地上測量による方式

（以下「地上法」という。）により測量を行い、平板原図を作成す

るものとする。

（２） 平板原図用紙は、アルミケント紙（４０cm×５０cm）を用いるも

のとする。

（３） 平板原図の縮尺は、沖縄防衛局長が別に定めるところによる。

（４） 地上法による測量を行ったときは、測量記録、計算簿及び成果簿

を整理しておかなければならない。

８ 総合原図の作成

前項の平板原図を作成したときは、当該平板原図を基に、次の各号に

規定するところにより図面（以下「総合原図」という。）を作成するも

のとする。

（１） 総合原図に市町村の境界、字等の区域及び当該字等の区域を二以

上の区域に区分したときはその区分した区域（以下「字等の区分区

域」という。）を表示するものとする。

（２） 総合原図用紙はポリエステルフイルムを用い、規格は日本産業規

格Ｂ列１番とする。

（３） 総合原図の縮尺は、１／５００、１／１０００、１／２５００又

は１／５０００とする。ただし、規格内での表示が困難なときは、

二図葉に分けて作成することができる。

（４） 総合原図の整飾事項及び注記事項は、沖縄防衛局長が別に定める

ところによる。

９ 市町村界等の確認

（１） 沖縄防衛局長は、総合原図を作成したときは、市町村の境界及び

字等の区域について（以下「市町村界等」という。）付紙様式第４

の協議書に当該総合原図を添付して沖縄県知事又は関係市町村長と

協議するものとする。

（２） 市町村界等の確認は、市町村の境界、字等の区域の順序に従って

行うよう努めるものとする。

（３） 前号の市町村界等の確認は、空中写真、現況地形図、字限図その

他収集した資料に基づき、必要に応じて沖縄県又は関係市町村の関

係職員及び協力委員の立会を求めるとともに境界に接する土地の所

有者を立ち会わせ、それらの者の同意を得て、分岐点、屈曲点その



他必要な地点に境界標を設置するものとする。

（４） 前号の規定により確認した市町村界等が、第８項の統合原図に表

示した市町村界等と相違している場合は、総合原図を訂正又は修正

するとともに、第７項の平板原図に市町村界等を表示するものとす

る。

１０ 現況照合図の作成

（１） 市町村界等の確認を修了したときは、現況地形図に市町村界等及

び字等の区分区域を表示した図面（以下「現況照合図」という。）

を作成するものとする。

（２） 前号の市町村界等及び字等の区分区域の表示に当たっては、市町

村の境界については黄色、いわゆる大字の区域の境界については赤

色、いわゆる小字の区域の境界については緑色、字等の区分区域の

境界については紫色で色分けするものとする。

（３） 現況照合図の縮尺は、総合原図の縮尺と同じものとする。

１１ 面積測定計算簿の作成

（１） 位置境界不明地域を、現地の状況に応じて、市町村の区域、字等

の区域又は字等の区分区域（以下「ブロック」という。）に区分し、

総合原図又は平板原図に基づき、平面直角座標数値をもってブロッ

クごとにその面積を測定し、当該ブロック内の各筆の土地に係る登

記簿上の面積等及び長狭物（道路、河川等の施設の敷地をいう。以

下同じ。）の面積等を記載した面積測定計算簿（付紙様式第５）を

作成するものとする。

（２） 前号の面積測定計算簿には、新たに土地の表題の登記をすべき土

地がある場合には、これらの土地についても面積等を記載するもの

とする。

１２ 地図等の閲覧、交付及び公告

（１） 沖縄防衛局長は、面積測定計算簿を作成したときは、地籍調査票、

調査図、総合原図、現況照合図、面積測定計算簿その他の基礎資料

（以下「地図等」という。）を、一般の閲覧に供し、付紙様式第６

により官報公告するとともに、代表者に交付するものとする。

（２） 前号の官報公告については、地方協力局長に文書をもって手続方

を依頼するものとする。

１３ 地図等の代表者への交付公告

沖縄防衛局長は、第１２項第１号の規定により地図等を代表者に交付

したときは、付紙様式第７により官報公告するほか、関係市町村長に通



知するとともに付紙様式第８により新聞公告を行うものとする。

１４ 公図・公募もれ土地に係る申出

令第５条第４号に規定する書面は、付紙様式第９の公図・公募もれ土

地申請書によるものとする。

１５ ブロック編さん図の作成

（１） 第１２項の規定により、地図等を一般の閲覧に供してから位置境

界の確認協議開始までの間において、地図等に係る測量及び調査の

内容について異議の申出がない場合、申出があった場合においてそ

の申出に係る事実がないとき又は申出に係る事実があると認め関係

の地図等を訂正又は修正したときは、ブロックごとに地籍図の様式

を定める省令（昭和６１年総理府令第５４号）の定めるところによ

り、平板原図を写した図面（以下「ブロック編さん図」という。）

を作成するものとする。この場合、平板原図に表示したものは、す

べて表示し、縮尺については、国土調査法施行令第２条第１項第５

号の規定を準用する。

（２） ブロック編さん図の用紙は、ポリエステルフイルムを用い、規格

は日本産業規格Ｂ列１番とする。

（３） ブロック編さん図には、第３項の現地調査により位置境界が確認

された土地は、その境界を黒色で表示するものとする。

第５ 地図編さん作業

１ 位置境界の確認を求める書面等の様式

（１） 規則第６条の書面の様式は、付紙様式第１０とする。

（２） 規則第７条の書面の様式は、付紙様式第１１とする。

２ 編さん

（１） 各筆の土地の位置境界については、地図編さん基礎作業における

調査及び測量の結果得られた成果記録等を基に関係所有者（ブロッ

ク内の各筆の土地の所有者をいう。以下同じ。）の協議により確認

（以下「編さん」という。）するものとする。

（２） 前号の編さんに当たっては、長狭物及び各筆の土地の配列、位置、

面積、形上の順序に行うものとする。

（３） 前号の編さんに当たっては、現地に即して位置境界が確認された

土地及び物証の位置境界を変更しないものとする。

３ 長狭物の取扱い

長狭物の位置境界の確認に当たっては、第２項第１号に規定する協議

のほか、当該長狭物の管理者と協議するものとする。この場合、協議の



内容及び経緯を記録するものとする。

４ 公図・公募もれ土地の取扱い

令第５条第４号の規定により申出のあった場合、当該申出に係る土地

の取扱いについては、関係所有者全員の協議により定めるものとする。

ただし、現地に即してその位置境界が確認できる場合は、第２項第３号

の規定に準じて取り扱うものとする。

５ 各筆の土地の面積測定

第２項第１号の編さんにおいて、各筆の土地の面積測定を行う必要が

あるときは、原則としてデジタルプラニメーターを用い、第４第１１項

第１号の規定により作成された面積測定計算簿により行うものとする。

６ 一筆地編さん図の作成

（１） 第２項第１号の編さんにおいて、各筆の土地の位置境界が確認さ

れたときは、第４第１５項第１号のブロック編さん図に各筆の土地

を表示した図面（以下「一筆地編さん図」という。）を作成するも

のとする。

（２） 前号の表示においては、現地に即して確認された土地の位置境界

は黒色、その他はセピアで色分けするものとする。

７ 平板原図の処理

一筆地編さん図を作成したときは、当該図面に基づき平板原図に各筆

の土地の位置境界を鉛筆書きで記載するほか、必要とする事項を記載す

るものとする。

８ 現況地籍照合図の作成

（１） 第２項第１項の規定により各筆の土地の位置境界が確認されたと

きは、当該確認に係る各筆の土地の位置境界、現地に即して確認さ

れた土地の位置境界及び第４第９項第１号から第３号までの規定に

より確認された市町村界等を現況地形図に表示した図面（以下「現

況地籍照合図」という。）を作成するものとする。

（２） 前号の現況地籍照合図の表示においては、現地に即して確認され

た土地の位置境界は黒色、その他はセピアで色分けするものとする。

９ 地図等の閲覧

（１） 現況地籍照合図を作成したときは、その旨代表者に通知するとと

もに次に掲げる成果記録を関係所有者の閲覧に供するほか、付紙様

式第１２により確認を求めるものとする。

ア 一筆地編さん図

イ 第５項の面積測定計算簿



ウ 地籍調査票及び調査図

エ 現況地籍照合図

オ その他参考資料

（２） 関係所有者が各筆の土地の位置境界を確認したときは、付紙様式

第１３の編さん地図確認書を作成するものとする。

第６ 復元測量

１ 各筆の土地の位置境界の表示

（１） 第５第９項第２号により確認された各筆の土地については、第５

の７の平板原図に基づき、地上法により、その筆界点に表示杭を設

置するものとする。

（２） 前号の規定により筆界点に表示杭を設置できない場合は、別にそ

の筆界点が確認できるよう所要の位置に、仮表示杭を設置する。

（３） 表示杭は、プラスチック杭（４５mm×４５mm×４５０mm）を用い

るものとする。

２ 距離の制限

各筆の土地の位置境界を測量する場合、図根点から求める筆界点まで

の距離の制限は、平板原図上において５㎝以内（地図の縮尺が１／５０

００の場合は２㎝）を標準とし、かつ、平板を標定するのに用いた平板

原図上の方向線長を超えてはならない。

３ 辺長の検測

（１） 第１項第１号の規定により設置した筆界点については、検測を行

い、その結果は国土調査法施行令別表第４に定める誤差の限度内で

なければならない。

（２） 前号の検測の結果は、現況地籍照合図写（陽画焼付け）に記載す

るものとする。

４ 位置境界の確認等

（１） 第１項第１号及び第２号の規定により表示杭を設置したときは、

付紙様式第１４により立会期日の１０日前までに到達するよう関係

所有者に通知するものとする。

（２） 関係所有者は、前号の通知に従い、現地に即して土地の位置境界

を確認するものとする。この場合関係所有者が代理人に権限を委任

するときは、付紙様式第１５の委任状を提出させるものとする。

（３） 前号の規定により、各筆の土地の位置境界が現地に即して確認さ

れたときは、その土地の位置境界を第５第７項平板原図（現地に即

して確認された土地の位置境界と第５第９項第２号により確認され



た土地の位置境界とが相違する場合は、現地に即して確認された土

地について図根点を基礎に地上法による測量を行った結果を基にし

て修正した第５第７項の平板原図に表示（着墨）するとともに付紙

様式第１６の現地確認書を作成し、関係所有者全員に署名押印させ

るものとする。

（４） 現地確認書を作成したときは、書面により市町村界等について、

関係市町村長の確認を取り付けるものとする。

５ 地籍調査票及び調査図の整理

第４項第２号の規定により、平板原図及び現地確認書を作成したとき

は、地籍調査票及び調査図と照合し、整理するものとする。

第７ 地籍調査に準ずる調査

１ 地籍調査に準ずる調査の実施の公示

地方防衛局長は、第６第４項第２号に規定する現地確認書を作成した

ときは、付紙様式第１７により地籍調査に準ずる調査の実施について官

報により公示するものとする。

２ 所有者、地番及び地目の調査

法第１４条第１項の規定による所有者、地番及び地目の調査は、素図

に基づき現地に即して行い、その結果を当該図面に記録し調査図を作成

するものとする。

３ 細部図根測量等

（１） 細部図根測量については準則第４章第２節第４款の規定を、一筆

地測量については同節第５款の規定をそれぞれ準用する。

（２） 細部図根測量及び一筆地測量の結果作成された地籍図原図は、地

籍調査票及び調査図と照合し、脱落及び誤記のないよう十分点検を

行わなければならない。

（３） 前号の地籍図原図の様式については、地籍図の様式を定める省令

の規定を準用する。

４ 面積測定等

（１） 各筆の土地の面積測定については、準則第５章の規定を準用し、

その結果に基づき面積測定成果簿を作成するものとする。

（２） 前号の規定により測定した各筆の土地の面積は、字単位ごとに地

番の順序に従って面積測定成果簿に記入するものとする。この場合、

地積の表示は、㎡を単位とし、地目のいかんにかかわらず１㎡の１

／１０００未満の端数を四捨五入して表示するものとする。

（３） 面積測定成果簿には、登記簿及び地籍調査に準ずる調査後の地目



別の筆数及び面積をいわゆる大字及びいわゆる小字単位ごとに集計

したものを添付するものとする。

５ 地籍簿案の作成

（１） 第２項から第４項までの規定による作業が終了したときは、これ

らの結果に基づき地籍簿案を作成するものとする。

（２） 前号の地籍簿案は、地籍調査票、調査図、地籍図原図及び面積測

定の結果に基づいて、地籍簿用紙に必要な事項を記載して作成する

ものとする。

（３） 前号の地籍簿の様式については、地籍簿の様式を定める省令（昭

和５３年総理府令第３号）の規定を準用する。

６ 地図及び簿冊の公告及び閲覧

（１） 沖縄防衛局長は、地籍図原図及び地籍簿案を作成したときは、法

第１４条第３項の規定により準用する国土調査法第１７条第１項の

規定に基づき、付紙様式第１８により新聞その他の方法により公告

するほか、一般の閲覧に供するものとする。

（２） 前号の閲覧に供する場所は関係市町村内の適当な場所とする。

（３） 地籍図原図及び地籍簿案に測量又は調査上の誤り若しくは国土調

査法施行令第１５条に定める限度以上の誤差があると認める者がそ

の旨を申し出る場合の申出書の様式は、付紙様式第１９とする。

（４） 沖縄防衛局長は、前号の申出があった場合において、その申出に

係る事実があると認めたときは、遅滞なく、当該地籍図原図及び地

籍簿案を修正するとともに付紙様式第２０の誤り等訂正通知書によ

り、当該申出者にその旨通知し、その申出に係る事実がないと認め

るときは、付紙様式第２１の誤り等訂正申出回答書により当該申出

者に通知するものとする。

７ 地籍図及び地籍簿

地籍図原図及び地籍簿案について、第６項に規定する手続が終了した

ときは、それぞれを地籍調査に準ずる調査の成果としての地籍図及び地

籍簿とする。

８ 地籍図写の作成

地籍図写は、準則第９０条の規定を準用して作成するものとする。

第８ 認証申請

認証申請

（１） 法第１７条の規定による認証申請に当たっては、付紙様式第２２

の認証申請書に地籍図及び地籍簿の写し２部並びに次に掲げる書類



を添付して防衛大臣に提出するものとする。

ア 工程検査成績証明書

イ 成果目録

ウ 調査実施前後の地目別筆数面積変動表

エ 誤り等訂正申立事件処理概要書

オ 図根点成果簿写

カ 図根点網図写

キ 地籍図一覧図写

ク 認証申請区域図

ケ 認証申請区域概況説明表

コ 現地確認書写

サ 不存在地等調書

（２） 前号のアからケに掲げる書類は、地籍調査の成果の認証の請求及

び認証の承認申請に係る添付書類の作成要領（平成１４年国土国第

５９３号。国土交通省土地・水資源局長通知）を準用し作成するも

のとし、前号のサに掲げる書類の様式は、付紙様式第２３とする。

第９ 雑則

１ 勧告

（１） 法第１３条第１項の規定により関係所有者が勧告の申出をする場

合の書面の様式は、付紙様式第２４とする。

（２） 沖縄防衛局長は、関係所有者から勧告の申出があった場合、その

申出に係る事項について速やかに調査し、必要に応じて協力委員、

関係所有者及び関係市町村長と協議し、必要な資料を作成するもの

とする。

（３） 沖縄防衛局長は、前号の資料を作成したときは、速やかに防衛施

設地方審議会の意見を聴した上、申出者及び関係所有者に勧告する

ものとする。

２ 他人の土地への立入り

法第１５条第２項の規定による占有者に対する通知は、付紙様式第

２５の立入通知書により行うものとする。

３ 土地の立入りに伴う損失補償

法第１６条第１項の損失補償の請求書の様式は、付紙様式第２６と

する。

４ この細則により難い場合の取扱い

沖縄防衛局長は、この細則により難いときは、地方協力局長に協議



するものとする。



付紙様式第１

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

代表者 住 所

氏 名

代 表 者 選 出 届

私は、沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地

の位置境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０

号）第８条第１項の規定により、下記表示（○○市字○○の区域内

の土地所有者全員の合意により区分された下記表示）の区域内の関

係土地所有者の合意により代表者に選出されたので、届け出ます。

記

１ 区域の表示

２ 関係土地所有者の住所、氏名及び各筆の土地の地番（位置）

別紙のとおり

３ 協議開始の予定時期

年 月 日

４ その他参考事項



付紙様式第１属紙

関係土地所有者、各筆の土地の一覧表

土地の地番
市町村名 字 名 小字名 所有者名 住 所 同意の有無 関係施設名 備 考

又 は 位 置



付紙様式第２

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

協力委員 住 所

氏 名

協 力 委 員 選 任 届

私は、沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地

の位置境界の明確化等に関する特別措置法施行令（昭和５２年政令

第２６０号）第３条第１項の規定により、下記表示の区域の協力委

員に選任されたので、届け出ます。

記

区域の表示



付紙様式第３

物 証 調 査 簿

物証の種類

又は名称

物証の所在

住 所

所 有 者

氏 名

略 図 物証等の補足説明

調査年月日 確認年月日

確認者名 住 所

Ｘ＝
観 測 地 観 測 者

Ｙ＝

（ 備考 ）

写真を裏面に貼付する。



付紙様式第４

文 書 番 号

年 月 日

殿

沖縄防衛局長

位置境界不明地域に係る市町村の境界（町及び字の区

域）の協議について

下記地域に係る市町村の境界（町及び字の区域）について別添図

面のとおり確認したいので、沖縄県の区域内における位置境界不明

地域内の各筆の土地の位置境界の明確化等に関する特別措置法（昭

和５２年法律第４０号）第５条第３項の規定により協議します。

記

地域の表示

添付書類：別図



付紙様式第５

面 積 測 定 計 算 簿

種 別 大 ・ 中 ・ 小 ブロック番号 市 町 村 名

FAC№ 施 設 名 ①ブロック面積 ㎡ ②長 狭 物 面 積 ㎡

④全 筆 数 筆
③編 さ ん 面 積 ①－② ㎡ ⑤公簿・確認面積 ⑦＋⑧ ㎡ ⑥配 分 総 面 積 ③－⑤ ㎡

配分筆数 筆

土 地 の 所 在 ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮

公簿上面積 確認面積 配分係数 配分面積 増 減 調整面積 配分調整面積 較 差 確定面積 備 考

字 名 小字名 地 番 ⑦×⑨ ⑦－⑩ ⑩＋⑫ ⑬－⑮
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付紙様式第７

位置境界不明地域に係る地図等の交付公告

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界

の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第９条の規

定により、位置境界不明地域に係る地図等を交付したので、次のとおり

公告する。

年 月 日

沖縄防衛局長 ○○○○

１ 区域の表示並びに地図等の交付を受けた代表者の住所及び氏名

区 域 代表者の住所氏名 関係防衛施設名

２ １の表の各区域内の関係土地所有者の氏名及びその所有に係る土地

の地番（位置）

３ ２に氏名が記載されていない土地所有者は、その住所及び氏名、そ

の所有に係る土地の地番及び地積並びに当該土地の所有権を疎明する

方法を記載した書面により、関係土地所有者である旨を沖縄防衛局長

に 年 月 日までに申し出てください。

４ 各筆の土地の位置境界の確認の協議開始予定時期
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記
載
し
て
あ
り
ま
す
。

な
お
、
官
報
等
に
氏
名
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
が
、
当
該
区
域
に
土
地
を
所

有
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
方
は
、
明
確
化
作
業
を
円
滑
に
進
め
る
必
要
か
ら
、

年

月

日
ま
で
に
当
職
あ
て
お
申
出
下
さ
い
。

記

区
域
の
表
示

年

月

日

沖
縄
防
衛
局
長

○

○

○

○

住

所

電

話

番

号

照

会

先



付紙様式第９

公図・公簿もれ土地申請書

下記表示の土地が公図・公簿もれ土地となっているので「沖縄県の区域

内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化等に関す

る特別措置法施行令（昭和５２年政令第２６０号）」第５条第４号の規定

により申し出ます。

記

見 取 図
土 所 在

(公図を参考に作成すること)

地 申 請 北
地 番 地 目

地 積

の 申請土 ア 現地で確認できる

地の状 イ 現地で確認できない

況 ウ 一部物証がある

表

証拠書類 ア ある イ ない

示 住 所
所 有 者

氏 名

公
図
・
公
簿
も
れ
理
由

隣 住 所 氏 名
接
土
地
所
有
者
の
証
明

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

申請人 住 所

氏 名



付紙様式第１０

文 書 番 号

年 月 日

関係土地所有者 殿

沖縄防衛局長

各筆の土地の位置境界の確認について

下記表示の区域内の各筆の土地の位置境界を明らかにするため参

考となる地図等を代表者に交付したので、当該区域内の下記の関係

土地所有者の協議により各筆の土地の位置境界を確認されたく、沖

縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界

の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第１０

条第１項の規定によりお願いします。

記

１ 区域の表示

２ 地図等の交付を受けた代表者の住所及び氏名

３ １の区域内の関係土地所有者の氏名及びその所有に係る土地の

地番（位置）

４ 各筆の土地の位置境界の確認の協議開始の予定時期

５ 協力委員の住所及び氏名



付紙様式第１１

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

関 係 土 地 所 有 者

（別紙のとおり）

位 置 境 界 の 確 認 通 知

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置

境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第

１０条第２項の規定により、○○市町村字○○○○の区域内の各筆

の土地の全部（一部）の位置境界について関係土地所有者全員で真

正に協議し、別紙のとおり確認したので、同法第１２条第１項の規

定により、通知します。



付紙様式第１１属紙

確 認 書

区域の表示 市町村字○○○○

公 簿 確 認 結 果

地 番 所 有 者 名
面積（㎡） 所有者名 面積（㎡）

住 所 氏 名

注：１ 代理人の場合は所有者欄に、所有者及び代理人の氏名

を併記すること。

２ 各筆の土地の位置境界は別添図面のとおり



付紙様式第１２

文 書 番 号

年 月 日

関係土地所有者 殿

沖縄防衛局長

編さん図における各筆の土地の位置境界の確認について

位置境界明確化作業として実施した調査測量及び編さんの結果、

地図等を作成したので確認されたく通知します。

記

１ 区域の表示

２ 貴殿所有土地の地番又は位置

３ 閲覧場所

４ 閲覧期間（時間）

注：代理人は、所有者の委任状を御持参下さい。



付紙様式第１３

編さん地図確認書

区域の表示

調 査 前 調 査 後

地 番 面 積
面 積

所有者又は代理人
地 目（公 簿）所有者名 地 目

㎡ ㎡ 住 所 氏 名

注： 代理人の場合は委任状を添付すること。



付紙様式第１４

文 書 番 号

年 月 日

殿

沖縄防衛局長

位置境界の確認の現地立会について（通知）

年 月 日 付 文 書 を も っ て 通 知 の あ り ま し た 貴 殿 の 土 地

（○○番地）を含む○○市字○○の区域内の各筆の土地の位置境界

を、沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位

置境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）

第 １ ２ 条 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ き 現 地 に 即 し て 確 認 し て 頂 き ま す の

で、下記により御参集願います。

記

１ 集合日時

２ 集合場所

３ 土地の表示

４ その他参考となる事項

（１） 当日、現地確認書を作成し、署名押印をお願いしますので、

印章を御持参下さい。

（２） 土地所有者に代わり、代理人が確認される場合は、当日代

理人に委任状を御持参させて下さい。

注 本通知書は、当日必ず御持参下さい。



付紙様式第１５

委 任 状

私（共）所有の下記表示の土地の位置境界の確認に関する一切の

権限について を代理人と定め、委任する。

記

土地の表示：

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

受任者 住 所

氏 名

委任者 住 所

氏 名



付紙様式第１６

現 地 確 認 書

年 月 日

沖縄防衛局長

沖縄県の区域内の位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の

明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第１２条

第４項の規定により、次のとおり現地確認書を作成する。

記

１ 区域の表示

２ 各筆の土地の位置境界を表示した図面 別図のとおり

３ 各筆の土地の地番、面積及び所有者

別紙のとおり

４ 現地に即して確認が行われた年月日

５ 確認の内容

沖縄県の区域内の位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界

が、当局所属職員立会のもと関係所有者により、上記のとおり現

地に即して真正に確認された。



付紙様式第１６属紙

別紙

現地確認 立 会 者
地 番 地 積 所 有 者 名 確認印

年 月 日 官職 氏 名 ,

注： 現地確認者が代理人の場合は委任状を添付すること。



７

沖
縄
防
衛
局
公
示

１第

沖
縄
県
の
区
域
内
に
お
け
る
位
置
境
界
不
明
地
域
内
の
各
筆
の
土
地
の
位
置

式

境
界
の
明
確
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
五
十
二
年
法
律
第
四
十
号
）

様

第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
地
籍
調
査
に
準
ず
る
調
査
を
次
の
と
お
り

紙

実
施
す
る
の
で
、
沖
縄
県
の
区
域
内
に
お
け
る
位
置
境
界
不
明
地
域
内
の
各
筆

付

の
土
地
の
位
置
境
界
の
明
確
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
五
十

二
年
政
令
第
二
百
六
十
号
）
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。

年

月

日

沖
縄
防
衛
局
長

○

○

○

○

一

調
査
を
実
施
す
る
者
の
名
称

沖
縄
防
衛
局
長

二

調

査

地

域

三

調

査

期

間

年

月

日
か
ら

年

月

日
ま
で



８

地
積
図
及
び
地
籍
簿
の
作
成
及
び
閲
覧
の
公
告

１第

沖
縄
県
の
区
域
内
に
お
け
る
位
置
境
界
不
明
地
域
内
の
各
筆
の
土
地
の
位
置
境

式

界
の
明
確
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
五
十
二
年
法
律
第
四
十
号
）
第
十

様

四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
地
籍
調
査
に
準
ず
る
調
査
を
実
施
し
、
地
積
図
及

紙

び
地
籍
簿
を
作
成
し
た
の
で
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
国
土
調
査
法
（

付

昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す
る
。

な
お
、
当
該
地
籍
図
及
び
地
籍
簿
は
、
左
記
の
と
お
り
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
。

年

月

日

沖
縄
防
衛
局
長

○

○

○

○

一

調
査
地
域

二

地
籍
図
及
び
地
籍
簿
の
名
称

三

地
籍
図
は
、

年

月
測
量
、
地
籍
簿
は

年

月

日
現
在
の
状
況
に
よ

り
調
査
し
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
る
。

四

閲
覧
期
間

年

月

日
か
ら

年

月

日
ま
で

（
月
曜
日
～
金
曜
日

九
時
か
ら
十
七
時
ま
で
）

五

閲
覧
場
所

六

閲
覧
の
結
果
、
誤
り
等
が
あ
る
と
認
め
た
場
合
は
、
閲
覧
期
間
内
に
、
沖
縄

防
衛
局
長
に
訂
正
の
申
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

七

誤
り
等
訂
正
の
申
出
は
、
書
面
に
よ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
の
で
、
各
自
印

章
を
持
参
す
る
こ
と
。

八

誤
り
等
訂
正
申
出
書
の
用
紙
は
、
請
求
が
あ
れ
ば
閲
覧
場
所
で
交
付
す
る
。



付紙様式第１９

誤 り 等 訂 正 申 出 書

地籍図番号

取扱責任者
氏 名

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

申出人 住 所

氏 名

「沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境

界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）」第１４

条第３項に基づき準用する国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１７条第２項の規定により次のとおり訂正を申し出ます。

所 在
土
地 地 番 地 目 地 積 ㎡
の
表 住 所
示 所有者

氏 名

訂正を求める事項

訂正を求める理由

添 付 書 類
(申出事項を立証できる資料等)



付紙様式第２０

誤 り 等 訂 正 通 知 書

地籍図番号

取扱責任者
氏 名

文 書 番 号

年 月 日

殿

沖縄防衛局長

年 月 日誤り等訂正方申出により調査した結果、次のとお

り訂正したから通知します。

区 分 訂 正 前 訂 正 後

所 在

土

地 地 番

の

表 地 目

示

地 積

所 住 所

有

者 氏 名

そ の 他



付紙様式第２１

誤 り 等 訂 正 申 出 回 答 書

地籍図番号

取扱責任者
氏 名

文 書 番 号

年 月 日

殿

沖縄防衛局長

年 月 日誤り等訂正方申出があった事項について調査した

ところ、別紙（下記）理由（図面）のとおり、申出の事実はないと認

めるから通知します。

（理由）



付紙様式第２２

文 書 番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

沖縄防衛局長

国土調査の成果としての認証について

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置

境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第

１４条の規定に基づき地籍調査に準ずる調査を実施し、その結果を

地図及び簿冊に作成したので、当該地図及び簿冊について同法第１

７条及び国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第１９条第５項

並びに国土調査法施行令（昭和２７年政令第５９号）第１９条の規

定に基づき、国土調査の成果としての認証を得たく、地図及び簿冊

の写し各２部並びに関係書類を添えて申請します。

記

１ 測量及び調査を行った者の名称

２ 作成した地図及び簿冊の名称

３ 測量及び調査を行った地域及び期間

４ 当該成果に存する測量又は調査上の誤差の程度

５ 添付書類

（１）工程検査成績証明書

（２）成果目録

（３）調査実施前後の地目別筆数面積変動表

（４）誤り等訂正申立事件処理概要書

（５）図根点成果簿写し

（６）図根点網図写し

（７）地籍図一覧図写し

（８）認証申請区域図

（９）認証申請区域概況説明表

（１０）現地確認書写し

（１１）不存在地等調書



付紙様式第２３

不 存 在 地 等 調 書

地 区 名

１ 不存在地 筆

２ 滅 失 地 筆

３ 新たに土地の表示の登記をすべき調査 筆

４ 地番変更（地番変更により所有者の住所変更を伴う場合） 筆

５ 閲覧率 %

備 考



付紙様式第２４

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

住 所

氏 名

土地の位置境界についての勧告の申出について

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置

境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第

１３条第１項の規定により、次の勧告を求めます。

記

１ 申出を行う関係所有者の住所及び氏名：

２ 申出に係る各筆の土地の所有者の住所及び氏名並びに当該各筆

の土地の地番及び地積

３ 申出の趣旨及びその理由

４ 申出に至るまでの経緯

５ その他参考となる事項



付紙様式第２５

文 書 番 号

年 月 日

占有者 殿

沖縄防衛局長

立 入 通 知 書

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置

境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第

１５条第１項の規定により、下記のとおり貴殿の土地に立ち入りた

いので、同条第２項の規定により通知します。

記

１ 立ち入ろうとする土地

２ 立ち入ろうとする期間

３ 立入りの目的



付紙様式第２６

年 月 日

沖縄防衛局長 殿

請求者 住 所

氏 名

調査、測量に伴う損失補償請求書

沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置

境界の明確化等に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）第

１６条第１項の規定に基づき同条第２項の協議が整ったので下記の

とおり補償を請求する。

記

１ 損失を受けた原因

２ 損失の内容

３ 補償請求額及びその積算根拠

４ その他参考となる事項


